
科 学 技 術 動 向　2011年 4月号

2

科学技術動向

概　要 本文は p.8 へ

クラウド環境におけるEDI の概念図

クラウド環境における電子商取引の標準化と変化

　企業間の電子商取引に不可欠な EDI（Electronic Data Interchange）は、標準化された規
約に基づき、管理文書、商業文書又は輸送文書を、英数字言語文字列の形で構造的に表現
する手段である。90 年代以降の急速なインターネットの拡大に伴い Web–EDI と呼ばれ
る一般的な Web を利用した EDI が普及した。しかし、業界内で十分な規格化・標準化が
行われていないことが阻害要因となり、同じ業種であっても異なる Web–EDI システムが
複数存在する「多画面現象」を引き起こしている。Web–EDI を導入したものの、既存の社
内システムとの連携が困難であり、取引先ごとに必要となる独自の EDI が多く存在する。
我が国では大手流通や大手製造業などの EDI 導入率は 8 割～9 割に対し、中小企業間の取
引においての利用率は 1 割以下にすぎない。
　近年注目されているクラウドコンピューティングは、企業情報システムにシステムを提
供する IT ベンダーと利用者である企業の双方に大きな変化をもたらすものである。EDI
を構築・運用する観点からは、IT システム導入の初期投資が低く抑えられることや、異な
る EDI システムの差異をクラウド側で吸収しやすいことなどの利点がある。これらの特
性によって「多画面現象」が改善し、多くの企業、特に中小企業において EDI の普及が進
展する可能性がある。
　今後、初期導入のコスト削減によるクラウドの浸透に伴い、特に中小企業では、クラウ
ド環境を前提とした EDI の普及することが予想される。来るべきクラウド環境で活動す
るためには、オープンな規格が必要である。諸外国では、EDI は公的機関から提供される
ことが多い。それを支援するソフトウエアの機能は自由な市場で提供される仕組みが望ま
しい。中小のソフトウエアベンダーは新しく多様なサービスに対応するソフトウエアの供
給源となりうる。EDI の導入においては、中立な立場での標準的規格策定の支援が重要で
あり、諸外国の例にもあるように大学などアカデミアと産業界との産学連携活動として活
発化することが望まれる。
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2-1

流通経路におるEDI の役割

　EDI は、商品の流通に幅広く利
用されており、消費者である我々
はその恩恵を受けているが、日常
生活でその存在を意識することは
少ない。
　そこで、まず、消費者がメーカー
の提供する商品を購入する場合に
おいて EDI の役割を概説する。（図
表 1）
　製品が我々消費者の手に届くま
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では、メーカーによって生産さ
れた後に何段階かの流通経路を経
る。説明を単純にするために、流
通経路がメーカー・卸・小売店の
3 段階のみで成り立っているとす
る。いま、卸の段階における取引
の状況に注目すると、一つの発注
が小売店から寄せられるとき、そ
れは「注文書」の形でもたらされ
る。その発注に対応する品物を発
送する際には、さらに「納品書」、

「請求書」という伝票が伴う。それ
ぞれの伝票は、その卸業者の物流
部門においては、発注された製品
のピッキングのための情報システ

ムに、請求書は経理部門における
勘定系のシステムで処理されなけ
ればならない。同様に、これらの
伝票は、小売店における営業活動
や経理処理、メーカーにおける発
送業務やひいては生産活動にも利
用される。
　さらに、一つの卸は、通常多数
のメーカーの製品を取り扱い、多
数の小売店と取引を行う。このよ
うに、非常に単純な商取引の事例
においても、消費者、小売店、メー
カーの間で複数種類の複数回の伝
票のやりとり、即ち商取引に係わ
る情報交換が発生している。

　EDIとは、Electronic Data Inter-
change の略であり、直訳すると

「電子データ交換」という意味であ
る1）。より専門的には、「管理文書、
商業文書又は輸送文書を、標準化
された規約に基づいて、英数字言
語文字列の形で構造的に表現する
手段である」2）と定義されている。
これを利用することで、企業間で
取引に関する様々な情報交換を効
率的に実施できる。

術として、昨今注目されているク
ラウドコンピューティング（以下、
クラウドと表記）は、今後の EDI
の普及に関して新しい側面をもた
らすと考えられる。
　本稿では、まず EDI の標準化
の動向を述べ、クラウド環境にお
いてどのように変化していくのか
を考える。また、そのような変化
に際して大学がどのように関わっ
ていくのかを考えていく。

　企業間の電子商取引にEDI（Elec-
tronic Data Interchange）は、不
可欠とされてきた。90 年代以降、
インターネットの普及にともなっ
て、各業界、企業系列毎に Web
を利用した EDI の導入や共通仕
様の策定およびそれらの普及に、
多大な努力が払われてきた。
　EDI の本質は、異なる組織間で
の情報共有のためのシステムであ
る。そこで、情報共有のための技

1 はじめに―クラウド環境におけるEDI―

2 EDI の標準化動向
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EDI

は、企業間でどのような取り決め
が必要であろうか。EDI におい
ては、伝票の電子的な情報交換の
ために、技術的な側面と経営的な
側面に分けると、図表 2 に示すよ
うな項目について取り決める必要
がある。これは、技術的な取り決
めと経営上の取り決めに大別され
る。技術的には、情報の表現形式
に関する部分と通信方式に関する
部分に大別される2）。
　こうした規格は、業界ごとに異
なる。そのため、EDI は業界ご

図表 1　商取引におけるEDI の役割概念図
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EDI

図表 2　EDI 規格の概要
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　過去には、このような処理は、
帳簿とペンで行われたが、EDI
は、こうした情報交換をスムー
ズに行うための情報システムであ
り、先端的な情報システムの応用
分野の一つであるといえる。

2-2

EDI における規格化

　電子的に伝票を交換するために

とに関連する企業が共通の規格に
参画するという努力が必要にな
る。銀行業界やスーパー・チェー
ン業界は EDI をいち早く導入し
発達させた業界の代表例であり、
ATM による銀行間取引の利便性
の高さは、EDI の導入の成果とい
える。また、コンビニエンススト
アにおいては、レジにおいて支払
いした情報がそのまま EDI シス
テムに反映されている。このよう
に EDI の利用は日常生活の中で
身近に行われている10、11）。
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製造業のサプライチェーンに属
している企業群では 8 割〜9 割が
EDI を導入している。これに対
し、中小企業間の取引においては
1 割以下の導入率であるとされて
いる。
　（財）日本情報処理開発協会が
22 年 3 月に発表した調査結果「我
が国産業界における EDI/ 電子タ
グ実態調査報告書」では、多様な
業種業態における幅広い規模の企
業のアンケート結果のデータを紹
介している3）。
　まず、EDI の実施状況としては、

「一部の取引先と行っている」と回
答した企業が 80.0%、「全ての取引
先と行っている」と回答している
企業が 2.2% であった。売り上げ
規模で 10 億円を境にして、導入
率に大きな差異が現れ、10 億円
未満の企業における導入率（「一
部」と「全部」を合算した数値）が
45.9% で あ る の に 対 し て、10 億
円以上の売り上げ規模の企業で
は 87.5% となっている。EDI を導
入していない企業に対して普及の
阻害理由を訊ねた結果、もっとも
大きいのは「既に取引先と独自手
法（FAX 等）がある」が 35.7%、つ
いで「導入コストが高い（28.6%）」

「EDI 標準フォーマットなど業界
共通の標準がない（25.0%）」となっ
ている。売り上げ規模の境界線を
10 億円に代えて 20 億円、50 億円
とした場合も同様の格差がみられ
る。
　すなわち、EDI は大企業におい
ては浸透しているが、中小企業に
は普及していない。こうした傾向

ebXML の仕様を承認し、2004 年
に ISO/TS15000 ebXML の各パー
トとして出版した。

2-4

EDI の現状と問題

　特定の製品分野において EDI 
を実現するには、これらの国際標
準方式を採用したうえで、さらに
業界ごとに取引の帳票の具体的に
フォーマットの内容までを定義し
なければならない。言い換えると
メタモデルの上に業界ごとに実装
される EDI である。例えば電子
部品では、「RosettaNet」とよばれ
る標準がある。
　前述した ebXML では、「メッセー
ジ伝送方式」、「企業間取引プロセ
スの記述」、「取引伝票の構成要素
のモデル」などの複数の仕様から
構成されており、業界ごとの帳票
の定義に利用される。また、企業
のサプライチェーンや取引系列に
応じて独自に定められたものもあ
る4）。
　EDI を導入することによって、
各業界あるいは参加企業は、サプ
ライチェーンの効率化により恩恵
が得られることが期待されるが、
企業間の電子商取引は必ずしも十
分普及しているとはいえない。以
下では、そうした状況と、特に技
術面での問題点を整理する。

2-4-1　EDI の普及の現状
　日本国内では、大手流通や大手

2-3

業界全体のEDI 共通
規格検討の経緯

　EDI で取り扱う帳票は業界毎に
大きく異なるが、通信方式やコン
ピュータ上での表現形式は、業界
横断的、国際的に共通の規格を定
めることが望ましい。このように
業界全体を通じて利用される EDI 
の共通規格は、「メタモデル」と呼
ばれる場合もある。メタモデルに
関しては、国際的な標準化の努力
が行われてきた。
　図表 3 には、過去の EDI に関
する国際的取り決めの経緯の中
で重要な事項を列挙している。
図中で「EDIFACT」「ISO–9735」

「ebXML」と記載されているのは、
EDI 規格につけられた名称であ
る。これらは、前節で述べたメッ
セージ交換のためのフォーマット
の形式など、EDI を実施するた
めに必要な共通の取り決めを定め
た文書の体系である。これまでの
共通規格検討経緯において特に重
要な点は、国際的な取り決めと
し て ebXML（Electronic Business 
using eXtensible Markup Lan-
guage）と呼ばれる規格を採用した
ことであった。
　ebXML とは、XML（eXtensible 
Markup Languege）と呼ばれる言
語を用いて、インターネット上で
企業間の電子商取引を行うため
の一連の規格を指している。UN/
CEFACT（United Nations Cen-
tre for Trade Facilitation and 
Electronic Business、貿易簡易化
と電子ビジネスのための国連セ
ンター）と OASIS（構造化情報標
準促進協会）が共同で 1999 年に
ebXML Initiative を立ち上げて仕
様開発の活動を開始し、2001 年
に主要な仕様の初版を公開した。
国際標準化機構（ISO）は OASIS 
や UN/CEFACT から提出された

図表 3　EDI に関する過去の主要な国際的取り決め

科学技術動向研究センターにて作成
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は、他の様々な調査・研究からも
指摘されている。

2-4-2　多画面現象
　過去 20 年間の間を振り返ると、
企業間商取引の IT 化への投資が
叫ばれてきた一方で、その中心的
な役割を担う EDI 等を導入する
という投資は、特に中小企業に
とってコストの観点から必ずしも
容易なものではなかった。それは、
具体的には以下のような「多画面
現象」と呼ばれる問題が生じるた
めである。
①取引先ごとに独自の EDI が存

在するため、EDI を運用する担
当者は、多数の画面（Web ブラ
ウザのウインドウ）を切り替え
なければならない。

②既存の、社内情報システムとは、
必ずしもデータの互換性が保障
されないため、手動によるデー
タ再入力の手間が発生する。

③EDI ごと、利用 ID ごとに課金が
発生する。

　EDI システムの構築において
最も重要で労力を要するのは、共
通の規格を持つこととそれに伴う

経営上の課題の解決である。前者
に関してはインターネットの普及
を背景として、情報共有のための
インフラが整備されたことは EDI
のような電子情報の共有にとって
追い風であったはずである。しか
し、実際には技術の進展に見合う
標準化の努力が十分図られてこな
かった。
　経済産業省が 2008 年 11 月に設
置した「ビジネスインフラ研究会」
は、2009 年 6 月の報告書におい
て、次のように問題をまとめてい
る。「簡単にシステムを構築でき
ることから中小企業を含めて EDI 
が広く普及したが、一方で独自仕
様の EDI が蔓延した。」「Web–EDI 
の基本的な仕組みは発注企業の情
報システムを「遠隔操作」すること
であり、EDI の本質である『電子
データ交換』ができないことが問
題。」と記述している5、6）。
　具体的な事例として、年商 100 
億円程度の中堅機械部品商社 A
社の例を挙げる。卸である同社が、
取引先の販売店から Web–EDI を
通じて受注する割合は、売り上げ
ベースで 1 割未満である。一方、

　具体的には、まず、「所有から利
用へ」と表現されるように、ソフト
ウエアの供給が、ネットワークを通
じて利用に応じた従量課金によっ
て供給される形態に変化する12）。そ
のうえ、サーバなどのハードウエ
アに関しても同様に従量課金とな
る。EDI 機能は、具体的には、ソ
フトウエアとして利用者に提供さ
れるため、これらの変化は、EDI
の今後の利用環境のあり方を左右
する要因である。

　クラウドは、企業情報システム
に関して、システムを提供する
IT ベンダーのサイドと利用者で
ある企業サイドの双方に大きな変
化をもたらすと考えられている。
EDI の導入という観点からは、次
のような変化が生じると考えられ
る。
①IT システム導入の初期投資が

低く抑えられる。
②異なる EDI システムの差異を

クラウド側で吸収しやすい。
③セキュリティなど運用上解決す

べき新しい課題が生まれる。
④オープンなクラウド環境の構築

が必要条件である。

A 社が EDI を用いてメーカに発
注する割合は約 5 割であり、定常
的 に 利 用 す る Web–EDI は 10 種
類である。同様に販売店の側も 5〜
10 種 類 の Web–EDI を 利 用 し て
いる。A 社の実情は、業界内の
Web–EDI の利用状況の典型的な
例である。
　すなわち、多くの場合、大企
業である取引先からの要請で、
Web–EDI を導入したものの、既
存の社内システムとの連携は困難
な状況において、取引先ごとに異
なる EDI システムが必要になっ
ている。これが、いわゆる「多画
面現象」と呼ばれる状況である。
EDI の利用担当者は、異なる EDI 
を利用して自社システムとの連携
を図るため取引企業毎の EDI 画
面を端末上で操作する必要があ
る。さらに、EDI の利用は無料で
はなく、中小企業を主に受注用に
導入しているため、利用ごとに定
額または従量で課金されるのが一
般的である。これらの点が、大き
な普及阻害要因である。

3-1

日本における変化

　EDI の利活用を進めるために、
次世代 EDI 推進協議会（JEDIC）
が中心となって、従来の業界 EDI 
を活用しながら、なるべく低コス
トでシステム的に業界横断 EDI
が作れるように実証実験を遂行し
ている。大きな実証実験として、
電機業界と自動車業界の相互運用
がある。同実証実験については、
OASIS で定められて規格に基づ
いて、国内の各種業界がそれぞ

3 クラウドによるEDI の変革の可能性
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れの業界標準 EDI を実装し、そ
れらに関する報告等が行われてい
る。
　JEDIC Newsletter によると6）、
JEDIC は、IT を活用した企業・業
種・業界の壁や個別の経済取引を
超えた情報共有を実現する情報経
済社会基盤、特に「ビジネスイン
フラ」の構築の方策について検討
している。望ましい業界標準 EDI
の「国際性」「業際性」「健全性」の各
要件を実現する「業界横断 EDI 仕
様」を策定中ということである。
　図表 4 は、クラウド時代の業界
横断 EDI の概念図を表したもの
である。今後は「業界横断 EDI」
仕様の実装を普及させ、最新の共
通仕様、すなわち「EDI 共通辞書
や業界横断 EDI 仕様の保守管理」
を産業界に提供すると共に、クラ
ウドという新たな IT 環境の上で

「効率の良い企業間情報連携の仕
組みを検討し、それらの標準化と
導入の促進を行う」としている。
　ここで、情報連携の仕組みと
しては、クラウド環境を前提と
した情報技術の採用が重要であ
る。次世代電子商取引推進協議
会（ECOM）が平成 19 年 3 月に公
開した「次世代 EDI 促進報告書」
の記述によれば、「（既存の EDI 機
能提供システムは）Web サービ
ス（Web API）など、他の次世代
EDI 標準との技術的融合が進み、
双方向の相互運用が容易になる。」
と述べている20）。
　セキュリティに関する研究・開
発よりの活動として、国内では、
NiCT（（独）情報通信研究機構）で
は、慶応義塾大学と共同で、クラ
ウド環境での利用を前提とした認
証基盤を提供している。平成 22 
年度予算では、総務省が自治体に
おけるクラウド環境を前提とした
データの相互運用性試験の実施を
事業として取り上げているなど、
クラウドを取り巻く研究開発活動
も活発に行われている。

3-2

各国の標準化22）

　諸外国では、それぞれの公的組
織により EDI 標準化等が進めら
れている。標準化は必ずしもクラ
ウドを前提条件に置くものではな
いが、各国の動向として以下に紹
介する。
　まず、米国では、「ASC X12」と
呼ばれる規格がある。ASC X12 
の伝送は、1997 年 12 月に発行さ
れた X12.58 で定義されたセキュ
リティ構造を用いる。また、ASC 
X12 では、証明書発行機関から発
行された X.509 という規格の証明
書を直接利用できる。このように
して、プロトコルにより、電子商
取引に関するセキュリティについ
て安全性を確保する仕組みを提供
している。
　韓国は、OASIS から ebXML へ
の取組みが最も盛んな国と評価さ
れている。KIEC（Korean Institute 
for E-Commerce）など政府に近い
機関において電子商取引に際して
の電子証明書レジストリ専門の機
関が運営されており、ここで EDI
のセキュリティに関して保証して
いる。

　中国では、中国規格院（CNIS）
が中心となり、e ガバメントのた
めの、国立のレジストリ専門機関
が設立されている。省庁間共通の
メタデータが開発され、運営され
ている。また、政府機関の情報化
推進基盤として、レジストリに基
づくシステム開発方法論が作成さ
れ、中国規格院（CNIS）によって
制定されている。
　中国と韓国は、こうした EDI 
のメタモデルに関する標準化が盛
んになっており、「Data Manage-
ment and Interchange」の標準を
検討する ISO/IEC JTC1 SC32 の
WG2（Metadata 関連の標準化）に
も、近年中国と韓国からの参加
者が増え、サブプロジェクトや
Study Period の提案が多くなされ
ている。

3-3

クラウドを明確に運用基盤と
位置付けるEDI の登場

　米国では、クラウドを EDI 運用
基盤として明確に位置付けたソフ
トウエアの提供もすでに始まって
いる。大手流通事業者を顧客にも
つ IT ベンダーが、クラウド環境

図表 4　次世代EDI 推進協議会の描くクラウドコンピューティング時代のEDI6）
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を基盤とする在庫管理と EDI の
システムを導入すると発表してい
る21）。EDI の差異を吸収するた
めに「SuperSpec」と呼ばれる内部
処理のための独自規格を定めた上
で、複数の既存の EDI の差異をそ
の規格を利用してクラウドの側で
吸収し、EDI の実施に必要な機能
は、SaaS（Software as a Service）
の形態で提供している。
　標 準 的 な サ ー バ 機 能 で あ る
Tomcat を提供する Apach ソフトウ
エアファンデーションでも、同様
の技術が検討されている。AMQP

（Advanced Message Queuing 
Protocol）と呼ばれるプロトコル
は、インターネット上でビジネス
に関わる文書を安全かつ高効率で
交換するための標準規格を策定す
る試みであり、現在規格の検討と
普及が進められている23）。

オープンな規格推進の動き

　大手のクラウドベンダーによ
る 企 業 間 情 報 連 携 の た め の ソ
フトウエアの提供は、例えば、
Salesforce.com などによるサプラ
イチェーン管理ソフトとして急速
に普及が進んでいる。クラウド上

でのこの種のビジネスソフトウエ
アは、必ずしもこれまでの EDI
の延長上にあると言えるものでは
ないが、EDI という形でこれまで
発展してきた企業間の電子商取引
が、クラウドによってどのように
変化するのかを検討することは重
要である。
　大手のクラウドベンダーによる
電子商取引環境の提供に関して
は、「ロックイン」という問題がも
っとも懸念されている。もし、特
定のベンダーの市場支配力が強
く、そのベンダーによって提供さ
れる電子商取引環境が広く利用さ
れると、その他ベンダーからのソ
フトウエアの提供が困難となる。
そこで、大手のクラウドベンダー
動きに対抗して、他の IT ベンダー
による開発もやりやすいように、
よりオープンな規格を求める声が
ある。
　現在は、クラウド関連のサービ
スを一般利用者に提供しているの
は、Google, Amazon, Salesforece.
com な ど の 大 手 の ASP 事 業 者
である。主要なサービスは、こ
れ ら の 企 業 が 独 自 に 定 義 し た
API（Application Programming 
Interface）を通じて提供されてい
る。しかし今後は、サービス提
供の窓口となる API は、複数の
NPO 等が進めるオープンな規格

が利用されるようになり、標準的
な機能と構造を持つものの緩やか
な連合という形に落ち着いていく
のではないかと考えられている3）。
こうした方向を目指す標準化の動
向については、Cloud–Standards 
Coordination が Wiki 風の page で
最新の情報を整理・更新しており、
現時点では 14 組織が掲載されて
いる。また、インターネットの標
準化を推進する団体である IETF

（Internet Engineering Task Force）
による調査では、より幅広く 38
の組織をクラウド標準化組織とし
て挙げ、IETF からの報告書にお
いて、各組織の主要目的、スコー
プ、実績等を整理している。
　図表 5 は、同団体の HP に掲載
されたクラウドに関する規格の関
係を表現する概念図である。現在
の利活用のシナリオは、図の上部
のように、大手のクラウドベンダー
が提供するサービスとそれに関連
する API を利用している。
　今後の望ましい利用環境の姿
は、図表 5 の中下部に描かれてい
る。標準化団体の活動により、利
用者とのインターフェースは、こ
れらの標準化団体が策定する共通
な仕様にもとづいてサービスが提
供されることが望ましい。図中で
は、“Storefront”と表現されている
部分が、大手の ASP だけによっ

図表 5　クラウドに関する未来のシナリオ

3-4
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　企業の IT システムの構築に関
して、クラウドの導入が進展すれ
ば、EDI の実施にかかるコストが
低減される可能性がある。現在、
クラウドの普及を前提とした標準
化が進行中であり、クラウド環境
での EDI の標準化活動は、その
重要な目的の一つであると考えら

れる。クラウドの時代にあるべき
EDI の姿を検討する上で検討すべ
き論点を列挙すると以下のように
なる。
・共通（理想的な）EDI と連携した

基幹業務のソフトが提供されな
ければならない。

・低コストあるいは、小さな初期

投資で導入できなければならな
い。

・企業の経営環境の変化に柔軟に
対応できる EDI とその関連ソ
フトウエアでなければならな
い。

・業界団体の推進する EDI への参
加が容易でなければならない。

て支配されるのではなく、標準的
な規格を採用する多くのベンダー
によるサービスの提供のためのイ
ンターフェースとなる。

大学が関わるオープン化活動

　米国では、電子商取引に関連す
るクラウド環境の標準化に関し
て、大学が積極的に関わってい
る。クラウドの利用形態は、今
後パブリッククラウド（Google な
ど幅広く利用されている環境：
Public Cloud）、プライベートクラ
ウド（企業内で独自に運営される
クラウド：Private Cloud）、ハイ
ブリッドクラウド（Hybrid Cloud）
を組み合わせた多様な形態をと
るようになると考えられる。こ
うした状況で、事業者が提供す
るサービスは、SaaS（Software as 
a Service）、PaaS（Platform as a 
Service）、IaaS（Infrastructure as 
a Service）、DaaS（Datacenter as 
a Service）に分化する。それぞれ
の環境において、運用管理やセキ
ュリティ等の観点から相互運用を
実現するための規格が準備されて
いく。
　クラウドの今後の運用体制につ
いて、こうしたオープンな標準化
活動に賛同するベンダー系企業
300 社と米国の大学等が賛同した

共 同 宣 言「Open Manifesto16）」が
出されている。この宣言の意図す
ることは、特定の大手ベンダーに
よるロックインを避け、オープン
であることがクラウド発展の要件
であるとしている。言い換えると、
あるベンダーがスポンサーとなっ
ているクラウド環境で利用されて
いるデータとアプリケーションを
他の環境に移動することを容易に
することを意図している。同宣言
は、オープンな標準として定める
べき共通項目を次のようにまとめ
ている。
　また、OCC（Open Cloud Compu-
ting）は、イリノイ大学シカゴ校が
発起人となり、ジョンホプキンス
大学、シカゴ大学、ノースウェス
タン大学、MIT リンカーンラボ、
カリフォルニア通信情報技術研究
所（Calit2）が参加し、民間からは
Cisco と Yahoo! が機器やソフトウ
エア支援のために加盟している標

準化団体である。OCC の目標は、
クラウド間の相互運用に関する標
準化とフレームワーク作りであ
る。
　その他にも様々な標準化の動き
がある17）。クラウドコンピューテ
ィングの標準化団体の 1 つ、米国
のクラウド・セキュリティ・アラ
イ ア ン ス（CSA：Cloud Security 
Alliance）がセキュリティガイダン
スを公開した。企業がクラウドサー
ビスを利用するに当たり、セキュ
リティ面で留意すべきポイント
を、ガバナンスや法律、コンプラ
イアンスなど 15 分野ごとにまと
めている。
　特に IT 分野での産学連携が活
発な米国では、大学がこうした
標準化の過程で果たす役割は大き
い。中立的な立場が取りやすいこ
とに加えて、規格の策定に際して、
技術的な評価を提示できるという
点が重要である。

図表 6　オープンマニフェスト16）で必要とされる規格

科学技術動向研究センターにて作成

4 提言
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　例えば、ものづくりに関連する
産業に目を向けると、特に我が国
の企業は商社など流通部門も含め
ると 9 割以上が中小企業の範疇に
入る。2–4–2 で述べた多画面現象
に象徴される問題は、そうした中
小企業で生じている。そこで、こ
れまで主流であった大企業主導に
よる EDI に加えて、中小企業の
あつまる業界団体が推進する EDI
をクラウド環境に合致する形で進
めることが一つの課題である。
　クラウドは、ソフトウエアを生
産し供給側にとって生産性を著し
く向上させるイノベーションであ
ると考えられる24）。クラウド環境
では、EDI のようなサーバ型のア
プリケーションを比較的容易に配
備することができる。また、携帯
型端末の普及が企業情報システム
のあり方に大きな変化をもたらす
可能性がある。クラウドでは、こ
うしたソフトウエアの供給サイド
においてもイノベーションの新し
い機会を提供している。
　我が国の IT ベンダーにおいて
は、中小の IT ベンダーの市場競
争力が大手に対して弱いとされて
いる。このことは、過去の「情報
サービス産業協会」の統計や報告

書等から、多重下請け構造によっ
てもたらされる弊害であると指摘
されている。クラウドの普及は、
中小の IT ベンダーにとって、こ
うした状況を打開し、企業間の電
子商取引に資するソフトウエアの
供給元となる可能性を示している
と言える。
　現在、大手クラウドベンダーが
米国資本の大企業である。我が国
では、特に大学における研究開
発の場において、オープンな規格
に基づいたクラウド環境の構築に
関する研究が重要な研究対象とな
る。
　まず、特定のベンダーロックイ
ンを避けるオープンな規格の普及
を支援することが重要であると考
えられる。そのためには、クラウ
ド環境を想定した新しい形の EDI
あるいは電子商取引のあり方に関
して、中小企業における EDI 利
用者の側と EDI などの電子商取
引ソリューションを提供する IT 
ベンダーの側の両方に対して連携
した研究・開発のアプローチが必
要である。具体的には、標準化活
動において重要な、策定する規格
を実際に利用するユースケース

（use case：活用事例）の蓄積であ

る。
　例えば、オープンな標準の推進
を標榜する標準化団体の一つであ
る DMTF（Distributed Manage-
ment Task Force）には、英国な
ど海外における産学連携の実践的
研究開発の事例がこの 2 年間の間
に 20 件近く報告されている。実
証実験などは、経営学と情報工学
の実践的な研究開発の題材として
恰好な素材であると考えられる20）。
　特に EDI に限っても、大学が
個別の業界団体と連携し、試験的
な環境を提供するなどの産学連携
活動が有効であろう。成果は、現
在進行中のクラウド環境を前提と
する標準化の流れにいち早く対応
していくことが重要であると考え
る。
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